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長和町木造住宅耐震改修事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、長和町耐震改修促進計画に基づき、町内の住宅の所有者が行う耐震

改修に要する費用に対し、予算の範囲内で補助金を交付することに関し、長和町補助金

等交付規則（平成１７年長和町規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 既存木造住宅 次のいずれにも該当するものをいう。 

ア 昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅 

イ 木造在来工法の住宅 

ウ 長屋及び共同住宅以外の個人所有の住宅 

(2) 長野県木造住宅耐震診断士（以下「診断士」という。） 長野県知事の備える長

野県木造住宅耐震診断士登録名簿に登録された者をいう。 

(3) 精密耐震診断 診断士が長野県木造住宅耐震診断マニュアルに基づき調査し、既

存木造住宅の地震に対する安全性を評価することをいう。 

(4) 総合評点 簡易耐震診断又は精密耐震診断の結果、地震に対する安全性を数値で

評価したもので、別表第１の区分によるものをいう。 

(5) 耐震改修 精密耐震診断の結果、総合評点が１．０未満の既存木造住宅について

耐震補強工事を行い、工事後の総合評点が０．７以上かつ工事前の総合評点を上回る

工事をいう。 

(6) 評価委員会 住宅の耐震改修工事の性能を評価するために長野県が設置した委員



会をいう。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 精密耐震診断を実施した既存木造住宅の所有者であって、耐震改修工事（これと

同等に耐震性能が向上すると評価委員会において認められた工事を含む。）を実施す

るもの 

(2) 町税を滞納していないもの 

（補助対象事業の種類、対象経費及び補助額） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業の種類、対象経費及び補助額は、次表のとおりと

する。 

事業の種類 対象経費 補助額 

木造住宅耐震改

修事業 

前条に規定する者が行う耐

震改修に直接要する工事費

（既存木造住宅の耐震性を

向上させると評価委員会で

評価された工法を含む。） 

対象経費の５分の４以内の額（ただ

し、その額が１，１５０，０００円

を超える場合は１，１５０，０００

円とし、その額に１，０００円未満

の端数があるときは、これを切り捨

てた額）に租税特別措置法（昭和３

２年法律第２６号）第４１条の１９

の２に規定する所得税額の特別控除

の額を加えた額から、同条に規定す

る所得税額の特別控除の額を差し引

いた額とする。 

（補助金の申請及び決定） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、長和町木造住

宅耐震改修事業補助金交付申請書（様式第１号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の申請書の提出があったときは、内容を審査し、適当と認めたときは、

長和町木造住宅耐震改修事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知

するものとする。 

（補助事業の内容変更） 



第６条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、次の各号のい

ずれかに該当するときは、あらかじめ長和町木造住宅耐震改修事業変更承認申請書（様

式第３号）を町長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象経費の変更があるとき。 

(2) 施工箇所又は施工方法に変更があるとき。 

(3) 工事が予定期間内に完了しないとき。 

２ 町長は、前項の申請書の提出があったときは、内容を審査し、適当と認めたときは、

長和町木造住宅耐震改修事業変更承認通知書（様式第４号）により交付決定者に通知す

るものとする。 

（補助事業の中止） 

第７条 交付決定者は、事業を中止し、又は廃止しようとするときは、長和町木造住宅耐

震改修事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の申請書の提出があったときは、内容を審査し、適当と認めたときは、

長和町木造住宅耐震改修事業中止（廃止）承認通知書（様式第６号）により交付決定者

に通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 交付決定者は、補助事業が完了したときは、長和町木造住宅耐震改修事業完了実

績報告書（様式第７号）を町長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する書類の提出期限は、補助事業の完了した日から起算して３０日を経過

した日又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月末日のいずれか早い日とす

る。 

（補助金の額の確定） 

第９条 町長は、前条の規定による実績報告書を受理したときは、内容を審査し、適当と

認めたときは、補助金の額を確定し、長和町木造住宅耐震改修事業補助金確定通知書

（様式第８号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１０条 交付決定者は、前条に規定する通知を受けた日から起算して１０日以内に長和

町木造住宅耐震改修事業補助金支払請求書（様式第９号）を町長に提出しなければなら

ない。 

（補足） 



第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

（失効） 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（平成２８年３月３１日告示第２２号） 

この告示は、平成２８年３月３１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２２日告示第１５号） 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月２６日告示第２４号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

 

別表第１ 

総合評点 判定 

１．５以上 安全と思われます。 

１．０以上１．５未満 一応安全と思われます。 

０．７以上１．０未満 やや危険です。 

０．７未満 倒壊又は大破壊の危険があります。 


